
From Michael E. Porter, What 
is Strategy? In On Strategy, 
HBR’s 10 Must Reads, 
Harvard Business School, 
2011, pp.8. (Originally 
published in 1996.)

©Yuichiro Anzai
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http://www.shivonzilis.com

2©Yuichiro Anzai
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3©Yuichiro Anzai
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広重美術館HPより http://www.hiroshige-tendo.jp/05edo/0001.html

江戸時代の循環型社会を支える職業(例）

4©Yuichiro Anzai
参考４



5

『人工知能技術戦略会議』の概要と議長及び構成員（発足時）

人工知能研究者でもある安西議長（(独)日本学術振興会理事長）と、総合科学技

術・イノベーション会議の久間議員の下、産学のトップを構成員とするAI技術戦略の司令

塔。

内山田 竹志 (日本経済団体連合会未来産業・技術委員会共同委員長)

小野寺 正 (日本経済団体連合会未来産業・技術委員会共同委員長)

五神 真 (国立大学法人東京大学総長)

西尾 章治郎 (国立大学法人大阪大学総長)

坂内 正夫 (国立研究開発法人情報通信研究機構理事長)

松本 紘 (国立研究開発法人理化学研究所理事長)

中鉢 良治 (国立研究開発法人産業技術総合研究所理事長)

濵口 道成 (国立研究開発法人科学技術振興機構理事長)

古川 一夫 (国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構理事長)

◎ 議長

安西 祐一郎（独立行政法人日本学術振興会 理事長）

○ 顧問

久間 和生（内閣府総合科学技術・イノベーション会議常勤議員）

○ 構成員

※上記のほか、総務省、文部科学省、経済産業省より局長級が参加

©Yuichiro Anzai参考５



イノベーション立国への課題（１）
1. 【社会の中に目標を見出す】 研究開発の課題は社会の中
にたくさんある⇒大学・研究機関は社会の中に研究開発課
題を求めるべき。

2. 【win-winの産学連携】 強い研究開発グループと強い企業
が結びついた、具体性とスピード感のある研究開発に投資。

3. 【既成の分野にこだわらない研究開発】AI、ビッグデータ、IoT、
セキュリティ、その他、既成の分野から出発するのではなく、
目標から出発する研究開発。

4. 【オープンイノベーション】 従来の重厚長大・単線・死の谷型
研究開発モデルは通用しない⇒多様性・柔軟性・スピード感
のあるオープンイノベーションをリードする研究開発体制への
転換を断行。

5. 【規制緩和】 研究開発における投資・税制・雇用・知財権・
データ共有・日常業務等の規制緩和をスピード感をもって体
系的に実施。

40©Yuichiro Anzai参考６



イノベーション立国への課題（２）

6. 【コモディティ化の先を行く】 アメリカの情報企業がAI・BD・
Securityなどに先手を打ったのは、蓄えた（財的・人的・技
術的）資産を使ってシステムやサービスのコモディティ化の
先を行くため⇒何がコモディティ化するかを見通して先手を
打つことが重要。

7. 【ICT全体の底上げ】 AI限定の研究開発はすぐに限界
⇒ICT全体の底上げ（投資、人材育成、企業・大学の構造
転換を含む）が決定的に重要。

8. 【ICTの知識をもつ起業家人材・システムデザイン人材・
ユーザサイド人材の育成】「安くて良質の製品を大量生産」
の時代の「受け身の教育」から「主体性をもって多様な
人々と協力して学び働く」時代の「能動的学習」への転換
⇒起業家マインドを持つ人材・具体的なシステムデザイン
能力を持った人材・ユーザサイドをリードする人材を早くから
あまねく育成。 7©Yuichiro Anzai参考７



8
http://www2.ttcn.ne.jp/~HONKAWA/3940.html

OECD生徒の学習到達度調査（PISA）結果年次推移

参考８



9
ベネッセ教育総合研究所 第5回

学習基本調査（2016.2）より©Yuichiro Anzai参考９



高校生の進路意識

10
©Yuichiro Anzai参考１０
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授業・実験, 2.9

授業に関する

学習, 1.0
卒論, 0.7

読書等, 0.8

サークル, 0.9

アルバイト, 1.8

0時間

9.7％

0時間

0.3％

1－5時間

57.1％

1－5時間

15.3％

6－10時間

18.4％

6－10時間

26.0％

11－15時間

14.8％

11－15時間

58.4％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

日本

米国

学生の学修時間の現状

我が国の学生の学修時間（授業、授業関連の学修、卒論）はその約半日の一日4.6時間とのデータもある。

学生の活動時間の分布（計8.2時間） 授業に関連する学修の時間（1週間あたり）
日米の大学一年生の比較

授業、授業関連の
学修、卒論
4.6時間

出典 ：東京大学 大学経営政策研究センター（CRUMP) 『全国大学生調査』2006-8年、サンプル数4４、９０５人 http://ump.p.u-tokyo.ac.jp/crump/
NSSE（The National Survey of Student Engagement）

©Yuichiro Anzai
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12経済産業省 大学生の「社会人観」の把握と 「社会人基礎力」の認知度向上実証に関する調査 2010年6月
http://www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/201006daigakuseinosyakaijinkannohaakutoninntido.pdf

©Yuichiro Anzai
参考１２
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http://social.hokkaido.jp/areanews/birthrate-2016/

http://social.hokkaido.jp/company/ 株式会社ソーシャル（代表取締役吉岡毅氏）ＨＰより

©Yuichiro Anzai参考１３

http://social.hokkaido.jp/company/
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小中高学習指導要領の改訂に向けて

15©Yuichiro Anzai参考１５
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http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/053/siryo/__icsFiles/afieldfile/2016/08/03/1375316_3_1_1.pdf

©Yuichiro Anzai参考１６
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３ポリシーの策定・運用に関するガイドラインより

３ポリシーの基本的考え方 「ガイドライン」p.3

©Yuichiro Anzai参考２１



思考力・判断力・表現力とは何か
例：各項目重複あり；項目立ての多くはPISAを参考

① 言語： 読解、要約、文章構成、文脈に応じた適切な表現、コミュニケー

ション、その他。

② 数： 統計的思考、論理的思考、図・表・グラフなどを描く・読む、その他。

③ 科学： モデルを構成して説明する、抽象化する、内部状態を推定する、
計画を立てる、大ざっぱに推測する、合理的に予測する、その他。

④ 社会： 合理的思考、的確な例示、歴史や社会の複雑な現象から問題を
端的に把握する・議論を焦点化する、矛盾点を明確にする、原因と結果
／手段と目標の構造を見出す、その他。

⑤ 問題発見・解決： 仮説を立てて推論する、多くの例から共通性を見出
す、答えのない問題に答えを見出す、問題の構造を定義する、文脈に応
じて問題解決の道筋を定める、計画を立案して実行する力、振り返り、そ
の他。

⑥ 情報の活用： 的確な情報を収集する、情報を整理して体系化する、情
報を的確に表現し、伝達する、映像・グラフィクスなどを活用する、その
他。

⑦ その他 22参考２２



「ことばの力」*を鍛える
情報を鵜呑みにしない力を鍛える

歴史的思考力を鍛える
チームワーク力を鍛える
メタ認知力を鍛える
目標設定力を鍛える
合理的思考力を鍛える
主体的実践力を鍛える

23

＜参考＞ 言語力は、知識と経験、論理的思考、感性・情緒等を基盤とし
て、自らの考えを深め、他者とコミュニケーションを行うために言語を運用
するのに必要な能力を意味するものとする。「言語力の育成方策につい
て」より（文部科学省言語力育成協力者会議報告書 2007.6）

*「ことばの力」の概念については、安西「語力教育とは何か」 大津由紀雄
編『小学校での英語教育は必要か』慶應義塾大学出版会, 2004, pp.315-
329 参照。参考２３



教育へのデジタル革命のインパクト
1. 今の数十倍の高速ネットワークを子どもでも使える環境が得られる

⇒最先端技術なら今の1000倍以上すでに実現。ここでは「誰も
が使える」という意味。

2. 世界第一級の知識がどこでも利用できるようになる⇒知識の意味
が変わる。

3. 情報サービスが暮らしの奥深くまで入ってくる⇒誰でもどこでも学
べる時代になる。

4. あらゆるものがデジタル端末化してつながる⇒教科書、教材、参
考資料、ノートなどがネットワーク化できるようになり、データ管理、
コンテンツの共同利用などが容易になる。

5. 心のはたらきに適合したデジタル端末が開発される⇒認知科学の
成果を教育に取り込むヒューマン・コンピュータインタラクションの技
術が導入される。

6. 教育現場もＩＣＴで「一人ひとりの生涯に最良の教育を」になる⇒
認知科学の成果が教育方法に反映されるようになる。

7. 医療・福祉もネットワーク化がすすむ⇒医療・福祉のイノベーション
は教育のイノベーションに似ている点が多い。

8. その他 24
『「デジタル脳が日本を救う―２１世紀の開国論』（講談社,2010）より

参考２４



これからの教育を支えるデジタル技術開発

1. デジタルコンテンツの拡充と知的財産権問題への対応

2. デジタルコンテンツのフォーマット／オーサリング標準化

3. 多様な汎用基本ソフト／ネットワーク環境に適合したコンテンツ技術の開発

4. 高速ワイヤレス環境、衛星インターネット技術などの開発

5. セキュリティのしっかりしたIoT技術の開発

6. コンテンツ／ヒューマンインタフェース／ソフトウェア／ハードウェア技術の抜本

的改革（とくに子ども向け）

7. 人間の思考・学習機能に適合したインタラクティブ・デジタル教材とインタ

フェースの開発

8. 思考と学習の認知過程に関する基礎研究の推進

9. デジタル教材の評価方法の開発

10. 校務の情報化、学習履歴記録のシステム化などの、（セキュリティを含む）シス

テムソリューション改革

11. 特別支援教育用インタフェース技術／コンテンツ技術の開発

12. 「新しい教育とデジタルコミュニティ」の創造

13. その他

25参考２５



ＩＣＴの発展を基盤にした教育の新しい広がり

1. ＩＣＴを用いた普通教育・教養教育・専門教育
2. グローバル社会に適した教育
3. 外国語（英語）教育
4. ＳＴＥＭ教育
5. 社会に開かれた教育課程のもとでの教育
6. 職業教育
7. 社会人の学び直しのための諸分野の教育
8. 地域創生に資する教育
9. 教育の新しい世界潮流
10. 新興国における教育
11. Higher Education for All

12. 広域にわたる人材育成への挑戦

26参考２６


